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1．はじめに

　本稿では，東京への産業集積の原因を探るために，産業集積の特徴を統計データから検討

してみたい。以下では，東京を「東京都」及び東京圏＝「東京都＋神奈川県＋埼玉県＋千葉

県」の二つの地理的な範囲で把握して議論を行う。東京の集積は本社集積が重要である点で

特徴があると考えられ，輸送コストと生産の規模の経済を柱とした従来の集積の理論モデル

（クルーグマンのモノグラフ（1991）など）がどの程度当てはまるか，また中国における北

京や上海の集積の今後にどのような含意があるかを含めて，興味深い事例だと考えられる。

2．東京への産業集積

　先ず，最初に事業所数と従業者数の東京への集積がどの産業で進んでいるかを確認したい。

経済センサス基礎調査（2014）から作成した表 1 がこれを示している。事業所数と従業者数

では東京都にはそれぞれ 12％，16％ が集中している。公務員従業者数の比率もこれにほぼ

等しく 14％ である。各産業の中で，従業者比率で東京都の比率が高いのは，情報通信業，

金融・保険業，学術研究及び専門技術サービス業，不動産・物品賃貸業，その他のサービス

業である。それぞれ，従業者数で 51％，27％，25％，23％，22％ である。東京圏で見ても

これらの産業の東京圏への集積度合いは高く，従業者数でシェアはそれぞれ 62％，38％，

40％，39％ 及び 36％ に拡大する。

　東京への集積度が高い，情報通信業，金融・保険業及び学術研究及び専門技術サービス業

の集積について，少し詳しい産業分類で状況を検討しよう。表 2 は，経済産業省の「特定サ

ービス産業実態調査」によって 2014 年の情報サービス業の売上高及び東京都のシェアを示

している。表 1 のデータと整合的に，コンピューター等基本ソフトを除いて，産業売上げ

50％ 以上が東京都であり，ゲームソフトや「各種調査」では 80％ 以上が東京都での売上げ

である。金融保険業界では，東京都で銀行業の貸出の 42％，手形交換の 70％ が行われてい

るが2），表 3 は，VC（ベンチャーキャピタル）の規模と東京への集中の状況を示している。
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　（出典）　経済センサス基礎調査（2014）

表1　東京への産業集積（2014）

表2　情報サービス業の規模と東京都への集中度（2014 年）

受 注 ソ
フ ト ウ
エ ア 開
発

シ ス テ
ム 等 管
理 運 営
委託

情 報 処
理 サ ー
ビス

業 務 用
パ ッ ケ
ージ

ゲ ー ム
ソフト

各 種 調
査

デ ー タ
ベ ー ス
サ ー ビ
ス

コ ン ピ
ュ ー タ
ー 等 基
本 ソ フ
ト

その他

年間売上
げ（千億
円）

45 14.2 10.9 5.8 4.6 2.1 1.5 1.0 2.2

東京都の
シ ェ ア

（％）

54.0 73.1 58.5 57.6 91.7 82.0 72.3 40.2 56.5

　（出典）　経済産業省，「特定サービス産業実態調査」
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　（出典）　一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会の会員名簿（2017））から作成

表3　ベンチャーキャピタル（VC）の規模と東京への集中度

表4　弁理士の東京への集中

弁理士数 中小企業・
ベンチャー
企業対応弁
理士数

大学・TLO
対応弁理士
弁理士数

弁理士数の
シェア

中小企業・
ベンチャー
企業対応弁
理士数シェ
ア（％）

大学・TLO
対応弁理士
弁理士数シ
ェア（％）

東京都 9,076 1,382 1,138 51.4 50.1 48.3

東京圏 11,194 1,723 1,444 63.4 62.4 61.3

全国 17,657 2,760 2,354
　（出典）　弁理士ナビ（2017）より作成

ベンチャーキャピタルは，資本金ベースでは 94％，数では 72％ が東京に集中している。弁

理士は専門技術サービス一つであるが，情報サービス業と同じ程度，全国で 1.8 万人いる弁

理士の約半数が東京にオフィスを構えている。特許の出願件数の約 51％ を東京に本社があ

る企業が行っており3），この水準とほぼ対応している。
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3．産業集中のメカニズム：本社機能と本社支援サービスの集積の経済

　東京への集中度が高い産業は，情報通信，金融保険など各企業の本社へのサービスを行う

産業が多い。情報通信業において企業向けの情報システムを設計する場合，そのサービス契

約の相手は企業の本社となる場合が多い。企業の情報システムの設計に当たっては企業全体

の業務との調整が必要であり，そのシステムは全社的に導入されることが多いからである。

これを反映して，企業の内部の情報サービス部門自体が本社・本店にある場合が多い。また，

金融・保険サービスについても企業における資金調達（銀行借り入れ，社債の発行）や資金

運用は企業全体の資金需給をまとめて行われており，本社が統括して行っている。研究開発

について言えば，工場に付置されていたり，独立した組織が研究所と別途の場所に設置され

る場合もあるが，本社と同じ場所に置かれている場合も少なくない。調査企画，国際事業，

知財管理なども本社業務である。

　こうした企業の各機能が本社や本店にどの程度，存在しているかを調べるために，表 5 で

は，企業活動基本調査を利用して，製造・鉱業・電気・ガス部門，商業事業部門，サービス

事業所，情報処理サービス及び研究所の 5 機能別の本社・本店の従業員シェアを示している。

表 5 が示すように，製造業全体では企業の国内従業員の平均 39％ が本社・本店に存在する

が，情報処理サービスは 63％，研究機能は 55％ である。社内の情報処理サービスは研究開

発以上に本社・本店に集中していることが分かる。企業活動基本調査の対象となっている産

業全体では企業の従業員の 29％ が本社・本店に存在する。これに対して，情報処理サービ

スは 61％，研究機能は 53％ である。社内の情報処理サービスは製造業と同じく本社・本店

に集中していることが分かる。

　以下の図は，従業員数が 1 万人を超える 13 業種（「その他の産業」）及び製造業について，

情報処理従業員と企業全体の従業員の本社・本店への集中率を比較している。例えば小売業

表5　企業の機能の本社・本店への集中度（%）

合計 製造業

全体 29 39

製造・鉱業・電気・ ガス部門 30 31

商業事業部門 13 31

サービス事業所 21 35

情報処理サービス 61 63

研究所 53 55
　（出典）　  企業活動基本調査　平成 27 年企業活動基本調査確報―

平成 26 年度実績―から作成



図1　企業機能の本社・本店への集中度

　（出典）　経済産業省平成 27 年企業活動基本調査確報―平成 26 年度実績―データから作成
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は本社・本店には 9％ の従業員しかいないが，情報処理サービスに従事している者は 79％

が本社・本店に存在しており，情報処理の本社・本店集中度は高い。

　金融保険，情報処理，学術研究及び専門技術サービス業など各企業へのサービスを行う産

業のメイン顧客が本社であっても，こうした産業が地域的に分散した構造を持っていれば，

集中の要因にはならないが，現実には図 1 が示すように，こうした産業では従業員全体の本

社・本店への集中度が高い。情報通信産業では本社・本店に 57％ の従業員が存在しており，

これは図 1 の中の産業で最も高い。専門・技術サービス業の集中度も高い（48％）。インタ

ーネットが発展する中でも，その中核にある情報通信産業は本社集中型である。この産業で

は，商品としてのサービスは場所を選ばずにインターネットで提供することは可能でも，そ

のサービスやソフトウエアの開発には従業員の物理的な近接性が重要であることを示唆して

あり，そのため主要な本社顧客が存在する東京に立地している場合が多い。

　したがって，東京への産業集積の重要なメカニズムとして以下が示唆される。東京への本

社機能の集積が，本社機能を支援する産業の東京への集積もたらす。本社・本店への機能集

積の経済が大きい情報通信産業や金融産業では，特にこの集積の力が強い。同時に，本社支

援産業の集積は，更に東京に他の本社を集積させるインセンティブを強める。本社の集積に

は，各支援産業の集積を通した間接ネットワーク外部性に加えて，本社が関与する取引契約

を一層便利にするという直接的なネットワーク外部性も作用する。
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4．本社の立地ダイナミクス

　本社の集積のこのようなネットワーク経済が拡大していれば，時間的にみて，東京への本

社移転が起きるはずであり，また，新規設立企業が東京に本社設立を選択する傾向も強まる

と予想される。我々は，日本の上場企業の本社所在地の長期（40 年間）のパネルデータを

作成して，そのダイナミクスの計量経済的な分析を行いつつある。表 6 に，そのサンプル概

要を示しているが，東京都に本社がある企業の割合は少しではあるが増加をしている。新規

上場シェアは東京都企業の方が高く，上場廃止シェアでは逆に低い。

表6　上場企業数の推移とこの間の新規上場・上場廃止

1957 年企業数 2017 年企業数 新規上場 上場廃止

東京都 419 50％ 1901 53％ 53％ 48％

それ以外 412 50％ 1664 47％ 47％ 52％

合計 831 100％ 3565 100％ 3394 660

　（出典）　日経会社四季報から作成

注
1 ）本研究は，東京経済大学と華東理工大学との共同研究の一環として進行中である。東京経済大

学からの研究助成に感謝を申しあげたい。
2 ）東京の産業と雇用就業，2016，東京都
3 ）特許庁年次報告
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